
規制改革ホットライン検討要請項目の現状と対応策

更に精査・検討を要すると認められる事項については、規制改革推進会議（各ワーキング・グループ）において対応します。
※「ワーキング・グループにおける処理方針」欄の記号（◎、○、△）については、所管省庁の回答をもとに、各ワーキング・グループが以下のとおり判断したものです。

◎：各ワーキング・グループで既に検討中又は検討を行う事項
○：所管省庁に再検討を要請（「◎」に該当するものを除く）する事項
△：再検討の要否を判断するため、事務局が提案内容に関する事実関係を確認する事項

制度の現状 該当法令等
対応の
分類 対応の概要

020408002
2年

4月8日
2年

5月25日
2年

6月24日

感染症防護の観点
に立った抵当証券
の郵送交付につい
て

抵当証券の交付について、今般の新型コロナウイルス感染
症に対する防護の観点も踏まえ、これを郵送によりすることが
できるものとすること。

抵当証券の交付については、依然として、法令に根拠を持たないまま当事者出頭主
義によっている。（規制改革ホットライン受付番号310520003の提案）
抵当証券は「債権とそれを担保する抵当権を一体として表章するものであり，その権
利の行使，移転及びその他の処分には，その抵当証券の占有が必要とされる」（前掲
提案に対する回答）ものであることから、その交付を受けなければ、これを流通に付
すことができない。
他方、今般の新型コロナウイルス感染症に対する防護のため、今般、新型インフルエ
ンザ等対策特別措置法の規定による緊急事態宣言がなされたところであり、対象区
域の住民はもとより、あまねく国民に対して、不要不急の外出が強く戒められていると
ころである。
債権者（投資家）の正当な利益を損なうことなく、外出を減らし、他者との接触機会を
低減することで感染症の沈静化を図るためにも、郵送交付を認めることは今もって重
要であると考えられる。平時においても、抵当証券の郵送交付により、債権流動化に
必要となる証券原本の取得期間短縮、またこれによる投資促進、出頭に要する旅費
コスト削減が図られる。
なお、前掲提案に対する回答において、法務省は「抵当証券の交付を受ける者が正
当な受領権者……であるかどうかを……確認するとともに……登記識別情報や手形
その他の債権証書を抵当証券交付の際に申請人に間違いなく還付するためであると
考えられます」としているが、登記識別情報を本人限定受取郵便において通知してい
る以上、この主張は甚だ失当である。
前掲提案に記載のとおり、法令によらずなされている運用の改善を、この際今一度求
めるものである。

個人 法務省

抵当証券交付の申請は，申請人が登記所に来庁することな
く，送付の方法によることが可能ですが，登記官が抵当証券
の交付をするときには，抵当証券交付の申請の受付の際に
申請人に交付した受領証の裏面に，申請人において抵当証
券（登記識別情報，手形等の還付書面があるときは，その書
面）受領の旨及び受領年月日を記載していただき，かつ，署
名捺印していただいた上，これと引換えに抵当証券（還付書
面があるときは，その書面）を交付しなければならないとされ
ています。

抵当証券法施行細
則第４８条

対応不可

登記官が抵当証券を交付するときに，抵当証券交付の申請
の受付の際に申請人に交付した受領証と引換えに抵当証券
を交付することとしているのは，抵当証券の交付を受ける者
が正当な受領権者，すなわち，申請人であるかどうかを受領
証の所持によって確認するとともに，当該受領証に「提出した
る書面」として記載されている登記識別情報や手形その他の
債権証書を抵当証券交付の際に申請人に間違いなく還付す
るためであると考えられます。
この点，抵当証券は，債権とそれを担保する抵当権を一体と
して表章するものであり，その権利の行使，移転及びその他
の処分には，その抵当証券の占有が必要とされるという抵当
証券の効力（抵当証券法（昭和６年法律第１５号）第１４条）に
鑑みますと，抵当証券の送付による交付は，認められないも
のと考えます。

020416001
2年

4月16日
2年

5月25日
2年

6月24日
登記相談のオンラ
イン対応について

法務局で実施している登記相談は、コロナウイルスの臨時対
応として、対面から電話での相談に変更となった。
この相談方法は、時間帯の予約をすると、法務局から電話が
あり、相談が受けられる制度である。
そこで、（１）遠隔地の不動産の場合、管轄登記所が遠いた
め、相談者の移動の負担を考慮して、コロナウイルスの臨時
対応期間が終了しても、電話相談など、通信技術を用いた遠
隔地からの相談ができるようにして頂きたい。
また、（２）ラインやオンライン会議システムを用いて、デジタ
ル技術を活用し、通達文や解説の電子書面を示しながら説明
が受けられるようにするため、映像付きの会話や、メール相
談ができるようにして頂きたい。

登記相談は、予約の上、管轄登記所まで出向く必要がある。しかも、２０分までといっ
た時間制限付きであり、法務省が説明する平均的な相談時間３９分よりも短く設定さ
れており、司法書士への有料相談に誘導されている。
たとえば、東京の会社で、大阪の土地について登記する場合、大阪法務局まで予約
をして、わざわざ出向いて相談をしなければならない。しかも、２０分の制限付きのた
め、１回の相談では済まない可能性がある。
さらに、法務局が求める議事録への記載要件（たとえば、重要財産の処分についての
取締役会議事録の雛型）については、「添付書類の相談は、司法書士会との申し合
わせにより、本省からの通達で出来ないことになった。申請後に補正があれば連絡す
る。」といわれるだけで、申請後に補正で呼び出される可能性まで残るといった不便さ
である。
そして、司法書士に依頼すれば、有料ではあるが楽であり、そもそも相談員の人件費
は税金によるものであって、申請者個人のための費用ではないから、受益者負担が
原則といった案内がされている。もちろん、これは行政手続法に違反している。
法務省は、これまで電話相談を拒んできたが、新型コロナウイルスの問題が発生した
とたんに、電話相談を開始した。やれば出来るのであるが、いままでやる気がなかっ
たのである。
そこで、電話に限らず、理解を促進するため、映像や文字を用いた「メール」や「ライ
ン」のほか、「オンライン会議システム」を用いて、視覚的にも相談が受けられるように
することを提案する。
このような方法によれば、相談員も申請担当者も、身体障害者であっても行えるた
め、雇用に繋がると考えられる。

個人 法務省

法務局・地方法務局では，登記手続の案内窓口を設けてお
り，多くの方をお待たせすることなく利用していただくために，
一定時間に限定した予約制を導入しています。

また，電話による問合せについても，申請書の様式や記載
例が掲載されたHPの参照先の案内を行うなど，窓口における
手続案内と同様に，必要な手続案内を行っています。

なお，これらの手続案内は，登記申請の手続を案内するも
のであることから，申請書や添付書類の作成及び内容自体の
適否等の確認までは原則行っておりません。

おって，来庁される方への新型コロナウイルス感染防止の
ため，予約制による窓口での手続案内については，当分の
間，原則として電話による手続案内を実施しています。

なし その他

法務局・地方法務局における手続案内については，より質
の高い行政サービスを提供することができるよう，今後も法務
局ホームページに掲載している申請書のひな形や添付書類
の記載例等の充実を図ってまいりたい。

また，予約制による窓口での手続案内については，新型コロ
ナウイルス感染防止の観点から，当分の間，電話による手続
案内も継続するなどして，柔軟に対応してまいりたい。

さらに，新たなデジタル技術を活用した手続案内の在り方に
ついては，いただいた御意見等を踏まえ，必要に応じて所要
の検討をしてまいりたいと考えております。

電子署名法
第２条第１項
第３条

その他 制度の現状欄に記載のとおりです。

電子署名法（平成12年法律第102号）は、2000年の立法から
20年が経過したにもかかわらず、主流となった「クラウド型電
子契約」に未対応である。従来から問題点は指摘されてい
た。
しかし、法律の不備により、新型コロナウイルス感染拡大とい
う緊急状況下において、企業が、書面から「電子契約」に迅
速・大胆に移行することを著しく妨げている。法律の不備は、
当会の組織内弁護士らをして、緊急事態宣言下において、
「ハンコのための出社」を余儀なくする制度的欠陥として、この
瞬間も問題が顕在化・拡大化している。
日本政府においては、電子署名法の問題点を取り上げ、調
査の上、早急に法改正を含む必要な措置を講じられたい。

日本組織内弁護士としては、2020年4月27日付「新型コロナウイルス感染防止を妨げ
る電子署名法の改正に関する提言」の提出を希望しております（パワーポイントファイ
ルのためこちらに添付できておりません）。
1,600名を越える企業・組織の法務部門の第一線で働く組織内弁護士の会員を擁す
る日本組織内弁護士協会としては立法事実の収集、専門的知見の提供、「ハンコの
ために出社」といった現場の声など必要な協力を行えると考えております。
問題(1/3)：電子署名法第3条にいう「本人による電子署名」がリモート署名（クラウド型
電子契約）をカバーしていないと解釈されている不備、および「電子署名」の定義自体
に解釈の揺れがある不備
問題点(2/3)：電子署名法による推定効の対象は、法人の代表者や役職者等による
電磁的記録を対象としていない不備
問題点(3/3)：法人の実印を代用できる電子署名は、事実上法務省（法務局）発行の
商業登記電子証明書による電子署名に限定されている不備
ご連絡：詳細については、もしメールご連絡をいただけましたら、提言書を事務局に電
子メールで改めて提出いたします。また、本来であれば明日28日の会議前まで（27日
までに）直接ご面識を得て提出したかったため、別ルートで本内容と同じ連絡が相前
後いたしましたら、当方の不手際であり、ご容赦いただければ幸いでございます。

日本組織
内弁護士
協会

総務省
法務省
経済産業省

電子署名法第３条の「これを行うために必要な符号及び物
件」における「物件」とは，公開鍵暗号方式を利用した電子署
名では，「符号」である署名鍵が格納された物理的な媒体を指
すとともに，「（これら）を適正に管理することにより『本人だけ
が行うことができることとなるもの』」とは，署名鍵が格納され
た物理的な媒体が，本人以外に使用不可能な方法で管理さ
れ得ることを指すものと解されます。つまり，「物件」について
は，ＩＣカード等の本人のみが携行できる媒体に限定している
ものではないため，「リモート署名」（リモート署名事業者の
サーバに利用者の署名鍵を設置・保管し，利用者が当該事業
者のサーバにリモートでログインした上で，利用者自らの署名
鍵を用いて電子署名を行うもの）であっても，本人以外の者が
署名鍵を使用できない方法で管理され得るのであれば，電子
署名法第３条の要件を満たし得ると解されます。

また，利用者の指示に基づきサービス提供事業者自身の署
名鍵により暗号化等を行う電子契約サービスに関しては，総
務省・法務省・経済産業省において，その考え方をＱ＆Ａ等で
明らかにしています。

電磁的記録の真正な成立の推定に関する電子署名法第３
条の規定は，電磁的記録に記録された情報について，電子署
名を行った者を作成者として，真正に成立したものと推定する
ことを定めるものであり，電子署名を行った者の属性にかか
わらず適用されます。そこで，電子署名法第３条は，電子署名
を行った者が法人の代表者や役職者等であっても，同条の要
件を満たす場合には，適用されることになります。

各電子署名の評価については，当該電子署名が付された電
磁的記録に記録された情報を受け取る側において判断される
ものと考えられ，登記所に提出された印鑑に相当するものと
評価されるか否かについても同様であると考えられます。

020427001
２年

４月27日
２年

５月25日
2年

8月26日

新型コロナウイルス
感染防止を妨げる
電子署名法改正提
言

ワーキン
グ・グ
ループに
おける処
理方針

所管省庁の検討結果
受付番号 受付日

所管省庁
への検討
要請日

内閣府
での

回答取り
まとめ日

提案事項 提案理由
提案
主体

所管
官庁

提案の具体的内容



規制改革ホットライン検討要請項目の現状と対応策

制度の現状 該当法令等
対応の
分類 対応の概要

ワーキン
グ・グ
ループに
おける処
理方針

所管省庁の検討結果
受付番号 受付日

所管省庁
への検討
要請日

内閣府
での

回答取り
まとめ日

提案事項 提案理由
提案
主体

所管
官庁

提案の具体的内容

020428001
2年

4月28日
2年

5月25日
2年

6月24日

登記申請における
印鑑証明書添付の
廃止

商業登記、不動産登記ともに、法務局の登記申請について
は、印鑑証明書の添付を義務付けるケースが多数存在する。
大阪法務局の場合、１階が商業登記、２階が不動産登記に
なっており、不動産登記に添付すべき印鑑証明書を、わざわ
ざ１階で購入しなければならない。
法務局の内部で、不動産登記部門と商業登記部門が連携す
れば、たとえ遠方の法務局が所管する会社でも、何ら問題な
く添付を省略できるはずである。
個人の印鑑証明書についても、法務局と市町村が連携してい
ないことから、申請者に添付の負担が生じているに過ぎない。
印鑑廃止が求められているが、法務省にはまず無理なので、
印鑑証明書の添付から廃止すべきである。

不動産の売買をする場合や、抵当権を抹消する場合など、所有権者（売り主）や抵当
権者（銀行など）の印鑑証明書の添付が義務付けられている。
ところが、法人の印鑑証明書は、法務局がデータベースとして管理しているものであ
るから、法務局の内部で連携を図れば、印鑑証明書の添付は不要となるはずであ
る。
もっとも、当事者間においては、売り主の意思確認が出来れば良いのであって、民法
上は登録印鑑を用いる必要性までは求められていない。
加えて、真正な登記を追求するために必要との考え方もあり得るが、印影といったア
ナログなものは、現代の技術にかかれば、簡単に複製のできるものであって、手間を
かけたところで、さしてセキュリティが上がるものでもない。むしろ、印鑑証明書におい
ては、登録印鑑の印影を視覚的に見えないようにしなければ、セキュリティとしては、
ほとんど意味がないとも考えられる。
よって、申請者の手間の割に、さしてセキュリティは上がらないので、印鑑証明書の添
付を廃止するべきである。
なお、これは印鑑そのものを廃止するための、第一段階としての提案であり、特許庁
のように、印鑑の代わりに印鑑シール（ホログラムシール）を発行し、印鑑の代わりに
するなどして、いずれにしても押印義務を不要とすることが、より望ましいことと考えて
いる。

個人 法務省

書面を提出する方法により登記を申請する場合において，申
請人又はその代表者若しくは代理人は，法務省令で定める場
合を除き，申請情報を記載した書面に記名押印しなければな
らないとされています（令第１６条第１項）。この場合において，
法務省令で定める場合を除き，記名押印した者の印鑑に関す
る証明書を添付しなければならないとされており（令第１６条
第２項），この印鑑証明書の添付を要しない法務省令で定め
る場合としては，法人の代表者又は代理人が記名押印した者
である場合において，その会社法人等番号を申請情報の内
容としたときなどがあります。

不動産登記令（平
成１６年法律第３７９
号）第１６条第２項，
不動産登記規則
（平成１７年法務省
令第１８号）第４８
条，商業登記法（昭
和３８年法律第１２５
号）第１２条

現行制度
下で対応
可能

御指摘のとおり，大阪法務局については，印鑑証明書を作成
すべき登記所と同一の登記所であっても，法務大臣が指定し
た登記所については印鑑証明書の添付が必要であったとこ
ろ，令和２年３月３０日の不動産登記規則等の一部を改正す
る省令（令和２年法務省令第８号）の施行に伴い，全ての登記
所において，会社法人等番号を申請情報の内容としたとき
は，印鑑証明書を作成すべき登記所と異なる登記所であって
も，登記官が記名押印した印鑑に関する証明書を作成するこ
とが可能である場合には，当該法人に係る印鑑証明書の添
付が不要とする取扱いに改正されております（不動産登記規
則第４８条第１項等）。

020428002
２年

４月28日
２年

６月９日
2年

7月29日

園芸用ハウス・温
室に関する規制緩
和要望

１ 建築基準法第2
条第1項、第20条
２ 出入国管理及び
難民認定法

出入国管理及び
難民認定法第七条
第一項第二号の基
準を定める省令
３ 建設業法第三条
４ なし

１ 現行
制度下で
対応可能
２ 対応
不可
３ 対応
不可
４ 現行
制度下で
対応可能

１ ご提案の輸入温室がどのようなものを指しているのかは不
明ですが、屋根を天幕、ビニール等で覆い、それらの材料が
容易に取り外せる場合の建築基準法上の取扱いについて
は、例規昭和37年住指発第86号において、屋根等が土地へ
の定着性が認められないため、建築物としては取り扱われな
い旨を既に示しています。
なお、建築物として取り扱われるものについては、国外の設計
基準で設計した建築物についても、構造上安全なものとして
建築基準法で定める基準に適合させる必要があります。
２ 海外の企業に園芸用ハウスの施工職人として雇用されて
いる外国人が，中長期間，本邦に在留して，その業務に従事
する活動を認めるか否かについては、そのニーズや本邦にお
ける活動内容等を的確に把握した上で，競合が生じうる本邦
内の園芸ハウス業界への影響や同業界のコンセンサス等も
踏まえ，関係省庁と連携し，幅広い観点から検討していく必要
があるものと考えます。
３ 日本国内で建設業を営もうとする者は、日本法である建設
業法（以下、「法」という。）の適用を受けます。この法の目的
は、法第一条において「この法律は、建設業を営む者の資質
の向上、建設工事の請負契約の適正化等を図ることによつ
て、建設工事の適正な施工を確保し、発注者を保護するととも
に、建設業の健全な発達を促進し、もつて公共の福祉の増進
に寄与することを目的とする。」とされており、この目的を達す
るため、施工能力、資力、信用があるものに限りその営業を
認めることとし、法第三条において、軽微な建設工事のみを請
け負うことを営業とする者を除き、建設業を営もうとする者は、
国土交通大臣又は都道府県知事からの建設業の許可を受け
なければならないこととされています。
以上のことから、建設業の許可は、国土交通大臣又は都道府
県知事において、建設業を営もうとする者の施工能力、資力、
信用について審査された上で許可されるものでなければなら
ないため、単にＥＵにおける許可を以て、日本国内における建
設業の許可を有していると認めることは適当ではないと考えて
おります。
なお、海外における建設業に係る経営経験や技術者資格等
を有してる場合、日本国内における建設業の許可を得るため
に必要な経営業務管理責任者、営業所専任技術者として認
められる制度もありますので、適宜ご活用ください。
４ 制度の現状欄に記載のとおりです。（事業の活用をご検討
の際には都道府県や地方農政局等にご相談をお願いしま
す。）

1.EU（オランダ）の設計基準で設計した輸入温室を日本の構
造安全基準で再計算せずに国内で適用を要望。日欧ＥＰＡ発
効で「貿易の技術的障害（ＴＢＴ）」「適合性評価」に準じEU基

準を確認し国内での適合性を評価して欲しい。
2.温室の輸入時に施工職人も施工期間中、速やかに入国し
作業が出来るよう在留資格の付与（設定・特定活動等）を要

望。
3.輸入温室の施工に必要な建設業許可（建設業法の「建築一
式工事」「とび･土工･コンクリート工事」「鋼構造物工事」など）

もEUの然るべき資格にて適用を要望。
4.補助事業を利用する際、大規模温室は設計~着工まで時間
がかかる為、採択～引渡し期間（2～3年程度）を確保を要

望。

背景
○日本のハウスは世界と比べると異常な値段。韓国の２倍程度。
○日本国内で輸入温室・ハウスを建設する際に、構造安全基準が課題となる。
○ハウスを建てる職人も不足している。在留資格（単純労働）の関係で外国人の職人
を連れてくるもの難しい状況。
○補助事業での単年度の動きの中では、着工許可から施設を完成させるまでの時間
があまりにも短く、ある程度メーカーの提案飲まないと動けなくなってしまう。10年前か
ら変わっていない。

社会的効果
現在、施設園芸で作られる野菜は韓国、中国などから輸入される物が多い。これは国
産野菜に比べて安価、安定的に市場に野菜を充足させることができるためである。一
方、生鮮野菜は食の安全保障からも一定の国内生産の必要性は消費者も求めてい
る。
国産野菜のコスト高に対して、ある程度の消費者の理解があるものの外国との圧倒
的な製造原価の差は国産野菜生産者の利益を削り、担い手がもはやいない状況に
なりつつある。食の生産基地としての農業を日本に残す事を考えると、生産コストを諸
外国並みに低減する必要がある。日本では大規模温室を想定した規制改革がなされ
ておらず、温室投資コストが極めて高く、そのため事業性が限定されている。
諸外国と同じ農業インフラであれば施設園芸においては輸入野菜と戦えるコストで国
内生産でき、同じコストであれば現在輸入野菜が主となっているマーケットを国産野菜
が占める事ができる。

民間企業
法務省

農林水産省
国土交通省

１ 建築基準法第2条第1号において、「建築物とは土地に定
着する工作物のうち、屋根および柱もしくは壁を有するもの」
と定義されています。このため、輸入温室に限らず、一般的に
土地に定着し屋根および柱もしくは壁を有するものは建築物
として取り扱われ、構造上安全なものとして建築基準法で定
める基準に適合させる必要があります。
２ 外国人が我が国に在留するには、原則として、出入国管
理及び難民認定法（昭和26年政令第319号）に定める在留資
格のいずれかをもって在留することとされており、就労目的で
在留することができる在留資格は，同法別表第一の一及び二
に定められています。また，就労目的で在留することができる
在留資格（同法別表第一の二に定められたものに限る）の許
可基準については，出入国管理及び難民認定法第七条第一
項第二号の基準を定める省令（平成2年法務省令第16号）に
おいて定められています。
３ 建設業を営もうとする者は、二以上の都道府県の区域内
に営業所を設けて営業をしようとする場合にあつては国土交
通大臣の、一の都道府県の区域内にのみ営業所を設けて営
業をしようとする場合にあつては当該営業所の所在地を管轄
する都道府県知事の許可を受けなければならないとされてい
ます。
４  「強い農業・担い手づくり総合支援交付金」等の補助事業
を利用して施設整備をする際、適正な工期を確保するため、
平成30年度に、入札公告を前倒しして行うことを可能としたと
ころです。具体的には、対象となる仕様書類が確定し、事業の
効率的な実施を図る上で早期に事前着工を必要とする場合
などの緊急かつやむを得ない事情があり、都道府県議会にお
いて当該予算計上している場合、都道府県の指導等により事
前に入札公告を行うことが可能となります。

また、同事業において、要望額が10億円を越える取り組み
で、複数年で実施することが必要と認められる施設整備につ
いては、単年度毎に事業を完了する必要はありますが、２か
年の計画で事業に取り組むことが可能です。



規制改革ホットライン検討要請項目の現状と対応策

制度の現状 該当法令等
対応の
分類 対応の概要

ワーキン
グ・グ
ループに
おける処
理方針

所管省庁の検討結果
受付番号 受付日

所管省庁
への検討
要請日

内閣府
での

回答取り
まとめ日

提案事項 提案理由
提案
主体

所管
官庁

提案の具体的内容

020507001
２年

５月７日
２年

６月９日
2年

7月29日

抵当権・根抵当権
抹消登記の簡素
化、銀行への申請
義務付け

抵当権（根抵当権を含む）抹消登記の登記義務者は、弁済を
受けた銀行であるが、銀行は委任状を発行するだけで、積極
的に登記申請をしようとしない。
しかも、土地所有者と銀行との共同申請が求められるため、
土地所有者の住所などが変更されている場合、事前に住所
等の変更登記が必要となり、より煩雑となっている。
そこで、共同申請を廃止し、弁済を受けた銀行は、登記義務
者としての責任として、抵当権抹消登記を一定期日内に行わ
なければならない制度に改めるべきである。
登記識別情報と抹消の事実を入力し、銀行が単独で抹消登
記の電子申請をできるようにすれば、紙が全てなくなり、法務
局の人件費も大幅に削減できるはずである。

弁済をした場合、銀行からは抵当権（根抵当権を含む。）の抹消登記の書類として、
弁済した債務者に「委任状」と「抵当権者の登記識別情報（いわゆる権利証）」が交付
される。
ところが、これらの書類だけでは、簡単には抵当権抹消登記は受理されない。なぜな
らば、土地権利者との共同申請が求められるからである。
たとえば、抹消登記にあたっては、土地所有者も共同申請者となるため、土地所有者
の押印も必要となる。このとき、土地所有者の住所や姓が変更となっている場合は、
事前に所有者の住所等の変更登記をしなければならない。
しかも、土地所有者が複数ある共有物件の場合については、法務局のホームページ
にどうするべきかの書式や解説は全くない。
よって、土地所有者との共同申請を廃止して、抵当権が抹消された場合は、銀行が登
記義務者の責任として、一定期日内に抹消登記をすることを義務付けるべきである。
このようにすることで、法務局の人件費も大幅に削減できる。なぜならば、銀行が抵当
権抹消の事実と、抵当権の登記識別情報を入力して電子申請をすれば、紙がすべて
不要になり、登記官の負担が大幅になくなるためである。
なお、共同申請は電子申請の足かせになっている。銀行と土地権利者が、１つの申
請に共同で電子署名をすることなど期待できない。
結局は、紙の委任状による代理申請を前提として制度が作られているのである。紙が
存在する以上、電子申請であっても、登記官の負担はさして減るものではない。電子
申請の件数だけが増えても、不随する紙がなくならなければ意味がないのである。

個人 法務省

不動産の抵当権の抹消の登記は，権利に関する登記の申請
であるところ，権利に関する登記の申請は，登記権利者及び
登記義務者が共同してしなければならないこととされていま
す。
また，抵当権の抹消の登記については，登記権利者及び登
記義務者に対し，その登記申請が義務付けられておりませ
ん。

不動産登記法第６０
条

対応不可

不動産登記制度は，不動産に関する権利を登記簿に公示す
ることによって，国民の権利の保全を図り，もって不動産に関
する取引の安全と円滑化に資することを目的としていることか
ら，登記手続については，その真正の確保が求められるとこ
ろ，登記官は，申請内容について，申請情報とその添付情報
に基づいて判断しなければならないことから，当事者である登
記権利者（登記をすることにより，登記上，直接に利益を受け
る者）と登記義務者（登記をすることにより，登記上，直接に不
利益を受ける者）とが共同で申請するとの仕組みを採用する
ことによって，登記の真正を確保し，虚偽の登記の防止を図る
ことができます。
また，登記申請の負担を当事者双方のいずれかが実質的に
負担するかなどは私的自治の下で当事者間において定めら
れるべきものであり，一律に法律において登記義務者に一定
期限内の登記申請を義務付けることは，一方当事者に過大な
負担を強いるおそれがあり，困難です。

020507002
２年

５月７日
２年

６月９日
2年

7月29日

社名や本店所在地
変更時の登記の一
本化

商業登記によって商号や本店所在地の変更登記がなされる
場合は、所有する不動産の不動産番号を付記することによっ
て、一括して登記ができるようにするべきである。
商業登記と不動産登記を分離する役所内の縦割りにより、民
間にも行政にも申請事務の二重の負担が生じているだけでな
く、不動産登記簿の情報が古いままとなる原因にもなってい
るためである。

併せて、株主総会議事録の原本や、代表者印を押印した株
主リストの提出は、郵送による紙の審査の手間を省く観点か
ら、ＰＤＦの画像データの添付や、電子申請書に株主リストの
入力欄を設けるなどすることにより、緩和を図るべきである。

社名や本店所在地を変更した場合、商業登記として商号などの変更登記を行うことに
なる。そして、商業登記が完了してから、不動産登記で不動産所有者の名称や所在
地の変更をする登記を行うため、不動産登記簿の所有者欄が最新のものになるまで
に、１か月程度のタイムラグが生じている。
さらに、不動産登記を失念して放置するケースが往々にして存在するため、不動産登
記簿によって、所有者を探すことが困難になる原因にもなっている。
加えて、法務局としても、商業登記と不動産登記の処理が一本化すれば、人件費の
削減にもなる。
よって、商業登記によって商号や本店所在地の変更登記がなされる場合は、所有す
る不動産の不動産番号を付記することによって、一括して登記ができるようにするべ
きである。
法務局に対する登記の電子申請は、添付書類がほとんど紙であるから、電子申請を
しても、結局は書類を待ってからの審査が伴うので、登記官の負担がほとんど改善し
ていない点を反省するべきである。

個人 法務省

（１）不動産登記・商業登記の一括処理
法人が不動産の所有権の登記名義人である場合において，
商業・法人登記において当該法人の商号変更又は本店移転
の登記をしたときは，当該不動産の登記における所有権の登
記名義人の名称又は住所を変更するためには，別途，当該
法人が所有権の登記名義人の名称又は住所の変更の登記
を申請する必要があります。

（２）商業登記申請における添付書面の電子化
商業登記申請におけるの添付書面は，当該書面に代わるべ
き情報を電磁的記録（ＰＤＦファイル等）により作成し，その作
成者が電子署名を付与し，電子証明書を併せて送信すること
によって，オンラインにより提出することができます。

（１）不動産登記・商
業登記の一括処理
不動産登記法第６４
条

（２）商業登記にお
ける添付書面の電
子化
商業登記規則第１０
２条第２項，第６項

（１）不動
産登記・
商業登記
の一括処
理
検討に着
手

（２）商業
登記にお
ける添付
書面の電
子化
現行制度
下で対応
可能

（１）不動産登記・商業登記の一括処理
所有者不明土地問題の解決に向けて，平成３１年３月から法
制審議会の民法・不動産登記法部会において，民法・不動産
登記法の見直しに向けた調査審議を行っています。同部会で
は，所有権の登記名義人の氏名又は名称及び住所の情報の
更新を図るため，登記名義人が会社法人等番号（商業登記
法第７条に規定する会社法人等番号をいう。）を有する法人で
あるときは，①当該法人の会社法人等番号を新たな登記事項
として公示し，②登記官は，商業・法人登記のシステムから法
人の名称又は住所の情報の変更があったことの通知を受け
た場合には，変更された情報に基づき，名称又は住所の変更
の登記を職権で行うことができるものとすることを検討してい
ます（「民法・不動産登記法（所有者不明土地関係）等の改正
に関する中間試案」第２部第７の２(2)参照。）。
今後，令和２年１月１０日から３月１０日まで実施されたパブ
リック・コメントに寄せられた意見を踏まえて，更なる検討を
行っていく予定です。

（２）商業登記における添付書面の電子化
御提案の株主総会議事録や株主リストをＰＤＦファイル等の電
磁的記録により提出することは，現行の制度においても可能
です。

020513001
２年

５月13日
２年

６月９日
2年

8月26日
「電子署名法の改
正」に関する意見

【意見書全文はこちらをご参照ください。
https://holmes.my.salesforce.com/sfc/p/#7F000002aD7F/a
/7F0000009j68/re5ng_y5dcWytTEUJ5bQoNW3TZ8ye770bk_u
ZQ_IZ.A。PDFファイルを送付させていただきたく存じますの
で、お手数ですがご担当者様より、下記のメールアドレスまで
ご連絡をいただけますと幸いです】

電子署名法3条について、利用者の利便性を阻害しない合理
的な要件のもと、クラウド型電子署名サービスに同条に定め
る推定効が及ぶよう、利用者本位で現行の電子署名法を速
やかに改正すること。

・新型コロナウィルスの拡大防止の緊急事態宣言が発令されたことを契機に、社員の
命を守る必要性から、以前にも増してクラウド型電子署名サービスの導入検討が多く
の企業で進んでいる。
・しかし、電子署名法上の推定効が及ばないことを理由に、クラウド型電子署名サー
ビスの導入を躊躇する企業も多く、多数の社員が契約書の押印・送付のために出社
を余儀なくされている。
・弊社が独自に実施した自社調査結果（※）によると、テレワーク時にやむを得ず出社
した最も多い理由が、契約書の押印・送付のため。さらに、出社時と比べてテレワーク
時に不便と感じた主な契約業務としても、契約書の押印が挙げられており、企業の生
産性の低下につながっていることが伺われる。
（※）Holmes（2020）「テレワーク時の契約業務に関する実態調査」

https://www.holmescloud.com/news/press-release/2535/
・以上を踏まえ、利用者の利便性を阻害しない合理的な要件のもと、クラウド型電子
署名サービスに電子署名法3条に定める推定効が及ぶように、利用者本位で現行の
電子署名法を速やかに改正することが、「電子署名の円滑な利用の確保による情報
の電磁的方式による流通及び情報処理の促進を図り、もって国民生活の向上及び国
民経済の健全な発展に寄与する」という電子署名法の目的に資すると考える。

株式会社
Holmes

総務省
法務省
経済産業省

令和２年７月２日に規制改革推進会議より公表された「規制改
革推進に関する答申」に記載のあるとおり、総務省、法務省
及び経済産業省は、電子署名に対し、民事訴訟において署
名・押印同様の推定効を定める電子署名法第３条の在り方に
関して、サービス提供事業者が利用者の指示を受けて電子署
名を行うサービスなどについても一定の要件を満たせば対象
となり得ることに関して、その考え方を明らかにすることとして
います。

電子署名法
第３条

その他 制度の現状欄に記載のとおりです。
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020630001
２年

6月30日
２年

8月6日
２年

9月25日

商業登記と不動産
登記における押印
箇所の削減につい
て

（提案事項１）
商業登記と不動産登記においては、１ページ目に押印するこ
とで、同時に提出する書類については、すべて申請者の押印
を省略できることとするべきであり、印鑑についても、角印や
認印の使用を認めるべきである。
（提案事項２）
併せて、会社法が求める議事録の押印義務についても、登記
の場面においては、１枚の書面への全員押印や、登録印鑑
の使用を求めるケースがあるため、これも改善すべきである。

法務省は必ずしも契約等に印鑑は要しないとしながらも、登記の場面においては、す
べて印鑑を求める事務処理が行われている。
電子署名による契約であっても、電子署名をした旨の押印と印鑑証明を求めるのが、
登記行政の実態である。
そのため、登記の場面においても省略を認めなければ、押印が必要であるとする実
態を改善することはできない。
たとえば、裁判所の訴状や準備書面では、ページ番号を記載することで、押印箇所は
１ページ目のみで良いとの取り扱いが行われている。
また、印鑑は会社の代表者印や個人の実印（登録印鑑）でなくても、会社の角印や、
個人の認印の使用が認められている。
特許や商標出願においても、認印で手続きをすることが可能となっており、ページ間
に契印を求めることもない。
商業登記と不動産登記においても、１ページ目に押印することで、同時に提出する書
類については、すべて申請者の押印を省略できることとするべきである。
印鑑についても、角印や認印の使用を認めるべきである。
登記法だけではなく、議事録への押印義務を定めた会社法の見直しもして頂きたい。

個人 法務省

（提案事項１）
○不動産登記手続について
申請人等が書面を提出する方法により登記申請を行うときは，申請
情報を記載した書面に添付情報を記載した書面を添付して登記所に
提出しなければならないところ，当該書面に記名押印をしなければな
らないと定められている場合には，その印鑑に関する証明書を添付し
なければなりません。また，申請書が２枚以上であるときは，各用紙
のつづり目に契印をすることが必要になります。
なお，オンラインにより登記申請を行うときは，電磁的記録で作成され
た申請情報等に電子署名を付与した上で，電子証明書と併せて送信
することとなります。
○商業登記手続について
申請人等が書面を提出する方法により登記申請を行うときは，申請
人が申請書に記名し，登記所にあらかじめ提出した印鑑（届出印）を
押印しなければなりません。また，申請書が２枚以上であるときは，各
用紙のつづり目に契印をすることが必要になります。添付書面につい
ては，押印に用いる印鑑について法令にいわゆる実印や届出印に限
定する規定がある場合を除き，印鑑の種類等は限定されていませ
ん。
なお，オンラインにより登記申請を行うときは，申請人は，申請書に記
載すべき事項に係る情報に電子署名を付与した上で，電子証明書と
併せて送信することとなります。添付書面は，当該書面に代わるべき
情報に作成者（認証を要するものは作成者及び認証者）の電子署名
を付与した上で，電子証明書と併せて送信することとなります。
（提案事項２）
現行の会社法においては，取締役会，監査役会，監査等委員会及び
指名委員会等の議事録について，出席した取締役等が署名又は記
名押印をしなければならないこととしています。また，議事録が電磁的
記録をもって作成されている場合には，署名又は記名押印に代わる
措置として，電子署名をしなければならないこととしています。

（提案事項１）
不動産登記法第26
条，不動産登記令第
10条，第12条，第14
条，第16条，第18条，
第19条，不動産登記
規則第46条
商業登記法第17条第
2項，第20条，商業登
記規則第35条，第61
条第4項，第6項，第8
項，第102条
（提案事項２）
会社法第369条第3
項，第4項，第393条第
2項，第3項，第399条
の10第3項，第4項，第
412条第3項，第4項

対応不可

（提案事項１）
○不動産登記手続について
不動産登記令第16条等の各規定が，申請情報等への記名押印を求
め，押印に用いる印鑑についてその印鑑に関する証明書の添付を求
めている趣旨は，申請情報等の真実性を確認し，もって登記の真正
を担保する点にあります。また，不動産登記規則第46条が，申請書
が２枚以上であるときに契印を求めている趣旨は，申請書の一部廃
棄や追加等による不正な登記申請を防止する点にあります。
したがって，登記の真正を確保し，不正な登記の防止を図る観点か
ら，提案の内容に対応することは困難です。
○商業登記手続について
商業登記法第17条が，申請書への記名押印を求め，押印に用いる印
鑑について届出印に限定している趣旨は，申請書の真実性を確認
し，もって登記の真正を担保する点にあります。商業登記規則第61条
の規定が議事録に押印する印鑑を限定している趣旨も同様です。ま
た，商業登記規則第35条が，申請書が２枚以上であるときに契印を
求めている趣旨は，申請書の一部廃棄や追加等による不正な登記申
請を防止する点にあります。
したがって，登記の真正を確保し，不正な登記の防止を図る観点か
ら，提案の内容に対応することは困難です。
（提案事項２）
会社法が取締役会等の議事録に出席した取締役等の署名又は記名
押印を求めている趣旨は，議事録の正確性を担保することにありま
す。したがって，議事録への署名又は記名押印を求める規定を削除
することやその義務を緩和することは適切ではないと考えられます。

○提案事項（１）について（株主名簿については，「提案事項
（３）について」に記載）

不動産登記令第１９条は，第三者の承諾を証する情報を記
載した書面に作成者の記名押印及び印鑑証明書の提供を要
求しています。これは，当該書面に記載された情報の真実性
を確認し，もって登記の真正を担保することにあります。御提
案の役員ごとに作成された議事録等によって第三者の承諾を
証する情報が提供されたといえるかは，上記の観点からその
内容等を踏まえて，個別の登記申請において，法令の規定及
びその解釈に基づいて判断されることとなります。

○提案事項（２）について
第三者の承諾を証する情報を記載した書面の作成者の押

印について，法人の代表者は，商業登記法の規定に基づき
申請書に押印すべき者として登記所に提出した印鑑を押印す
ることとしています。商業登記制度において，申請書に押印す
べき者（法人の代表者）に印鑑の提出義務を課しているの
は，その者から登記の申請がされたとき，登記官が申請書に
押された印鑑と登記所に提出された印鑑とを対照することに
より，申請人の同一性を確実かつ迅速に確認するためです。
一方，商業登記法上で印鑑の提出義務のない者（個人）の印
鑑は，住民登録がある市町村において登録されるものである
ところ，登記申請の添付書類として提出された議事録に押印
された印鑑の同一性を確認等するために登記所においても代
表者以外の個人の印鑑を登録する制度を設けることは困難
です。

○提案事項（３）について
発行済株式の100％を保有するなどのいわゆる完全親子会

社間における取引に関する登記の審査については，第三者
の承諾等を要する登記申請であるかを判断するに当たり，完
全親子会社であるかを確認するため，完全親子会社関係に
あることを証明する情報の提供が必要となるところ，登記の真
正を担保する観点から，その作成者の印鑑証明書が必要とな
ります。いかなる者が作成者となり得るか，またその作成者ご
とに作成された情報が完全親子会社関係にあることを証明す
る情報として提供されたといえるかは，個別の登記申請にお
いて，法令の規定及びその解釈に基づいて判断されることと
なります。

法務省としては，引き続き，不動産登記事務の適切な運営
に取り組んでまいります。

提案事項
（１）及び
（３）につ
いて「そ
の他」，提
案事項
（２）につ
いて「対
応不可」

・会社法（平成17年
法律第86号）第356
条第1項，第365条
第1項
・不動産登記法（平
成16年法律第123
号）第61条
・不動産登記令（平
成16年政令第379
号）第7条第1項第5
号ハ, 19条

不動産登記の申請情報と併せて提供する登記原因証明情
報について，当該登記原因が第三者の許可，同意又は承諾
を要するときは，当該第三者が許可し，同意し，又は承諾した
ことを称する情報を提供する必要があるところ，会社法第３５
６条第１項各号に該当する取引を原因とする物権変動に係る
不動産登記を申請する場合に提供すべき第三者の承諾を証
する情報は，取締役会議事録等となります。

また，取締役会議事録が書面をもって作成されているとき
は，その作成者が記名押印し，その者の印鑑証明書を添付す
る必要があります。

2年
7月29日

2年
7月01日

2年
6月19日

020619001 法務省個人

不動産登記において、たとえば役員が兼任している会社間の不動産売買の場合、取
締役会議事録や株主名簿の添付が求められている。
これは、取締役会の承認を受けているかの確認や、完全親子会社であるかの確認の
書類である。
これらの議事録等については、代表者以外、役員個人の実印を押印し、印鑑証明書
を添付しなければならない。
しかし、取締役会終了後に議事録を作成しても、実印と印鑑証明書を当日に持参して
いないケースもあり、申請者の負担となっている。印鑑証明書の負担だけではなく、議
事録を持ち回りする負担と、その際に印影が不鮮明となった場合の作り直しの負担で
ある。
役員ごとに同一内容の議事録を作成し、各役員にメール等で送り、実印押印後に印
鑑証明書とともに会社に返送をしてもらえれば、申請者の負担は相当に軽くなる。
完全親子会社の場合は、取締役会の承認を確認する議事録は不要であるが、完全
親子会社であることの証明として、親子会社の全役員の株主名簿への実印押印と印
鑑証明が必要になっている。これについても、同様に申請者の負担となっている。
この場合、代表取締役と監査役の２名の押印や、代表者以外を認め印のみとする緩
和をしても、差し支えないと考えられる。
電子署名をする場合でも、各自が同一内容のPDFに電子署名をする場合に比較し
て、負担が相当に増えることになる。
よって、法務省は不動産登記における添付書類の押印義務について、緩和の方向で
見直しをするべきである。
なお、上記の添付書類の案内は、法務省として公表をしておらず、申請前に相談をし
ても回答を拒否し、司法書士に依頼するように案内されている。

不動産登記において、添付すべき取締役会議事録と株主名
簿（以下、「議事録等」という。）への押印義務については、次
のとおり緩和すべきである。

（１）法務局は１枚の議事録等に全員の押印を求めているが、
同じ内容の議事録等を役員の人数分作成し、各役員ごとに議
事録等への押印をする方法も認めるべきである。

（２）代表者以外の取締役は、個人の印鑑証明書の添付が求
められるが、代表者と同様に、代表者以外の役員についても
法務局に登録をすることで、個人の印鑑証明書の添付を省略
できるようにするべきである。

（３）実印押印の必要性について見直し、株主名簿には代表
者と監査役のみの押印で足りるとする等、緩和すべきであ
る。

取締役会議事録、
株主名簿への押印
の緩和
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20818001 2年8月18日 2年9月1日
5年

5月17日

遺言書に係る行政
書士法と司法書士
法の独占業務の緩
和

提案事項（１）
遺言書の原案作成や、遺言書に添付する財産目録は、行政
書士の独占業務であることを、法務局において案内する。

提案事項（２）
司法書士は、遺言書保管制度の相談や作成業務は扱える
が、財産目録や遺言書の原案作成は扱えないことを、法務局
において案内する。

提案事項（３）
そもそも遺言書は行政書士の業務にあたり、司法書士は本
来業務ではなく、相談のみを扱えるに過ぎないため、遺言書
保管制度の申請書については、行政書士が付帯業務として
扱えるようにする。

提案事項（４）
総務省と法務省は、行政書士が遺言書保管制度の申請書の
作成や相談を扱い、司法書士が財産目録や遺言書の原案を
作成できるように、相互に規制緩和をするべきである。

司法書士は、法務局に提出する書類の作成及び相談について独占業務としており、
行政書士は帰化申請などを除き、原則として法務局への扱えないこととなっている。
そのため、令和２年７月１０日に開始した遺言書保管制度の申請書については、行政
書士は助言すらも行うことが出来ない。
一方、行政書士は、権利義務・事実証明の書類の作成を独占業務としていることか
ら、司法書士は遺言書に添付する財産目録の作成や、遺言書の原案作成を業とする
ことは出来ないこととされている。
そのため、司法書士は遺言書保管制度の申請書の作成は扱えるが、遺言書の財産
目録の作成や、遺言書の原案作成は扱えないこととなっている。
つまり、自筆証書遺言や公正証書遺言の公証役場に提出する財産目録の作成につ
いては、行政書士が本来扱っている業務であって、司法書士は相談業務のみ関与し
ているに過ぎなかった。
ところが、法務局には、遺言書保管制度の案内において、弁護士と司法書士のみが
扱えるとされており、行政書士は蚊帳の外とされ、あたかも行政書士が違法業務を
扱っているかのような案内までされるに至っている。
そのため、規制の緩和と行政書士が遺言書業務を扱えることの明確化を提案する。

個人
総務省
法務省

【総務省】
行政書士法第１条の２第１項は、「行政書士は、他人の依頼を
受け報酬を得て、官公署に提出する書類･･･その他権利義務
又は事実証明に関する書類を作成することを業とする」、
同条第２項は、「行政書士は、前項の書類の作成であつても、
その業務を行うことが他の法律において制限されているもの
については、業務を行うことができない。」と規定しています。
また同法第19条第１項は「行政書士又は行政書士法人でない
者は、業として第一条の二に規定する業務を行うことができな
い」と規定しています。

【法務省】
遺言書の保管の申請に係る申請書等の作成業務は、当該

申請書が、司法書士法第３条第１項第２号が定める「法務局
又は地方法務局に提出する書類」に該当し、司法書士の専属
業務となります。

その上で、遺言書情報証明書の交付の請求書（法務局にお
ける遺言書の保管等に関する法律第９条第４項）又は遺言書
保管事実証明書の交付の請求書（同法第１０条第２項におい
て準用する第９条第４項）の作成に関しては、司法書士以外
の士業者が法令に規定する当該士業者の業務の遂行に当
たってこれらの証明書を第三者に提出する必要が現に存在す
る場合には、正当の業務に付随して行う業務として司法書士
法第７３条第１項の規定に抵触しないこととなり得るものと解さ
れます。

行政書士法第１条
の２、第19条
司法書士法第３条
第１項第２号

対応不可

（１）、（２）について
【法務省】
法務局において所管外の行政書士法の解釈に関する案内等
の対応をすることは困難です。

（３）、（４）について
【総務省・法務省】

行政書士法第１条の２第２項は、行政書士は官公署に提出
する書類その他権利義務又は事実証明に関する書類の作成
であっても、その業務を行うことが他の法律において制限され
ているものについては、業務を行うことができないものとされ
ています。

そして、法務局における遺言書の保管等に関する法律に基
づき各種の申請等に関して必要となる申請書は、司法書士法
第３条第１項第２号が定める「法務局又は地方法務局に提出
する書類」に該当するため、例外規定等が定められない限り、
これらの作成は司法書士の専属業務に当たることとなります
（司法書士法第73条第１項）。

なお、遺言書情報証明書の交付請求書等の作成について
は、各士業者が各士業法の規定する業務の遂行に当たり、こ
れらの書面を取得する必要が現に存在する場合には、正当
の業務に付随して行う業務に当たり、司法書士法第73条第１
項には抵触しない場合があります。

本制度には、個別の例外規定はないことから、各士業法の
独占業務・付随して行う業務の枠を超えた業務を行うことは困
難です。

020820001
２年

8月20日
２年

10月6日
２年

10月27日
法人の謄本類のコ
ンビニでの発行

法務局で発行される法人の印鑑証明書と登記事項証明書
を、コンビニでも発行されるようにするべきである。
なお、個人の印鑑証明書と住民票、戸籍謄本については、コ
ンビニで発行を受けることが可能となっている。

個人の場合は、印鑑証明書、住民票、戸籍謄本が、コンビニで発行されている。
一方、法人の印鑑証明書と登記事項証明書（以下、「法人登記簿等」という。）は、法
務局が発行業務を独占しており、コンビニでの発行を許していないため、法務局まで
出向かなければならない。
たしかに、法人登記簿等は、電子申請をすれば、郵送での取り寄せもできる。しかし、
到着は翌日以降になり、法務局に出向かなければ即時の発行を受けることができな
い。しかも、印鑑証明書の発行には電子署名が必要となり、煩雑となっている。行政
側にとっても、郵送の手間とコストがあり、この負担も相当なものとなっているはずで
ある。
全国の法務局は、コンビニよりも圧倒的に営業時間が短い。しかも、大阪市のような
都会でも、本局と北出張所の２か所しかないため不便である。
法人登記簿等の発行枚数は、年間で相当数に達するはずであるから、これらがコン
ビニで発行されれば、民間企業と法務局の両者にとって、大幅なコスト削減と、業務
の効率化を図ることができると考える。

個人 法務省

会社・法人に係る登記事項証明書や印鑑証明書（以下「登記
事項証明書等」という。）の交付を請求する場合には，手数料
を納付して，申請書に必要な事項を記載し，①最寄りの登記
所に直接持参する方法，②登記所に申請書を郵送する方法，
③インターネットを利用してオンラインにより交付請求する方
法があります。

不動産登記法第１１
９条
不動産登記規則第
１９３条，第１９４条
商業登記法第１０
条，第１２条，第１３
条
商業登記規則第１９
条，第２２条，第２８
条
登記手数料令第２
条，第３条

その他

コンビニ等で登記事項証明書等を交付することについては，
関係法令における制度の趣旨や利用者の利便性向上の観点
等も踏まえて，費用対効果を考慮しつつ，慎重に検討を行っ
て参ります。

020825002
２年

8月25日
２年

10月6日
２年

10月27日
公証人身元保証金
制度の見直し

（１）公証人身元保証金制度を廃止するべきである。もし，廃
止をしない場合であっても，退任によって身元保証金を返金
するにあたり，官報に掲載して権利者を募る公示手続きは，
官報掲載料が保証金額よりも高くなるので，廃止するべきで
ある。

（２）公証人は独立採算制であって，特に都心部では３０００万
円もの年収が見込まれるため，国家賠償法の適用外として，
加入義務保険制度を創設し，保険料を負担させるべきであ
る。

（１）公証人身元保証金令により，公証人は在任中，１万円から３万円の身元保証金
を法務局に納めなければならない。そして，退任後は官報に権利者を募る公示がなさ
れて，６か月後に返金される制度となっている。
ところが，公証人は公務員であるため，国家賠償法の対象となり，公務員個人が責任
を負うとすれば，それは嘱託者に対するものではなく，国に対するものと考えられる。
そうすると，最大３万円の身元保証金にどれだけの担保の意味があるのか疑問であ
る。
そもそも，官報に公示する掲載料が３万円程度するため，身元保証金の方が安いこと
もある。
このような無駄な制度は見直すべきである。
（２）公証人は独立採算制なのであって，都心部では年収３０００万円とも言われてい
る。国家賠償法の適用を受けて，しかも保証金が３万円以下というのは，国が責任を
負い，利益は公証人個人のものとなっており，あまりにおかしな制度である。
そこで，加入義務保険制度を創設し，保険料を負担させるべきである。

個人 法務省

（１）（２）
公証人は，任命の辞令書を受けた日から１５日以内にその

所属する法務局又は地方法務局に政令（昭和24年政令第
139号公証人身元保証金令）で定める額の身元保証金を全額
納付しなければならないこととされています。

また，公証人が身分を喪失したときは，その身元保証金還
付請求権の上に権利を有する者に対し，６か月を下らない期
間内に申し出るよう所属法務局又は地方法務局の長が官報
に公告し，国の公証人に対する債権の弁済に充てられた後，
残額があるときは，本人に還付されることになります。

公証人法第19条・
第20条，公証人法
施行規則第3条，公
証人身元保証金令
第2条

対応不可

（１）（２）
公証人が納付すべき身元保証金は，国家賠償法に基づき

国が公証人に対して有する求償権（同法第１条第２項）のみを
担保するものではなく，公証人法第２０条第３項に規定する身
元保証金を還付する場合の公告費用のほか，懲戒処分に
よって課せられる過料（同法第８４条第３項）なども担保するも
のです。

なお，身元保証金を還付する場合の公告費用は，身元保証
金の額を上回っていません。

また，現在の公証人の人数が５００人程度にとどまっている
ことや公証人の職務行為によって国が国家賠償責任を負う事
例が稀である現状に鑑みると，保険料の徴収，管理，保険給
付等といった新たな事務負担をかけてまで，公証人が他人に
加えた損害を補償するために公証人に保険料の支払いを義
務付ける強制保険制度を創設する必要性はないと考えていま
す。

020827007
２年

8月27日
２年

10月6日
２年

10月27日
完全オンライン型株
主総会の認容

株主総会において会場の設定を行わないことも許容するとと
もに、こうした完全オンライン（バーチャルオンリー）型株主総
会の弊害に対する手当てを含め、完全オンライン型株主総会
の制度の一般化を進める。具体的には、会社法第298条第1
項第1号の株主総会の「場所」を設置する旨の規定を改正す
るか、解釈を変更するとともに、完全オンライン型株主総会を
決議取消事由に該当しないように運営するためのガイドライ
ンの策定を経済産業省や法務省において検討いただきたい。
一般社団法人・財団法人や公益社団・財団法人等の総会に
おいても同様のニーズがあり、リアルの会場を設置しない取
り扱いを認めるべく検討を進めるべきである。

経済産業省・法務省の「株主総会運営に係るQ&A」では、「設定した会場に株主が出
席していなくても、株主総会を開催することは可能」であること等が示されたが、会社
法の解釈との整合性を図るため、株主総会の会場の設定は必要とされている。また、
このQ＆Aは、あくまで新型コロナウイルスの感染拡大防止を目的とした限定的なもの
であると認識されており、緊急事態制限が発令されていない状況下では、当該Q＆A
に従うことの法的安定性は必ずしも明らかではない。企業が安定的にオンライン中心
の株主総会を運営するには、法制度等の課題がある。したがって、2020年2月に経済
産業省より実施ガイドが示された、ハイブリッド型バーチャル株主総会の実務への浸
透を推進することに加え、完全オンライン型株主総会を可能にする制度面・実務面で
の手当てが不可欠である。なお、2020年の成長戦略フォローアップにも「2020年度中
にバーチャルオンリー型も含めた株主総会のあり方についても一定の結論を得る」と
の記載がある。なお、一般社団法人・財団法人や公益社団・財団法人等においても
同様の取り扱いを認めるべく検討を進めてはどうか。

日本IT団
体連盟

法務省
経済産業省

①会社法上，株主総会の招集に際しては，株主総会の場所
を定めなければならないこととされています（会社法第298条
第1項第1号）。同号の場所とは，一般に，議決権を有する株
主が株主総会に出席するために入場することができる場所を
意味するものと解されており，実際に開催する株主総会の場
所がなく，バーチャル空間でのみ行う方式での株主総会，い
わゆるバーチャルオンリー型の株主総会を許容することがで
きるかどうかについては，解釈上難しい面があると考えられま
す。
②また，一般社団法人における社員総会及び一般財団法人
における評議員会の招集についても同様に，それらの招集に
際しては場所を定めなければならないこととされており（一般
社団法人及び一般財団法人に関する法律第38条第1項第1
号，第181条第1項第1号），いわゆるバーチャルオンリー型の
社員総会等を許容することができるかどうかについては，解
釈上難しい面があると考えられます。

①会社法第298条
第1項第1号
②一般社団法人及
び一般財団法人に
関する法律第38条
第1項第1号，第181
条第1項第1号

①検討に
着手
②検討を
予定

①株主総会プロセスにおける電子的手段の更なる活用の在り
方など新たな株主総会の在り方について，関係省庁で連携し
て検討を行っているところであり，バーチャルオンリー型株主
総会についての制度的対応も含め，前向きに取り組んでいき
ます。2020年8月から検討を開始し，2020年度中に一定の結
論を得る予定です。
②また，一般社団法人及び一般財団法人については，上記
の株主総会に関する検討やそれを受けた取組の状況も踏ま
えつつ，必要な検討をしていきたいと考えています。
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020907002
２年

9月7日
２年

10月6日
２年

10月27日
電子申請の阻害要
因の排除

不動産売買登記の電子申請を、売買の仲介又は代理により
関与する宅地建物取引業者の付随業務として認めるべきで
ある。
法務省は、電子申請が普及しているとしながらも、その実態
は司法書士以外に誰も使わないものとなっている。
もっと一般市民が自ら簡単に利用できるように、改善をするべ
きである。そのためにも、司法書士以外の利用率について数
値目標を掲げるべきである。

運輸局における自動車の売買登録は、行政書士の独占業務とされているが、国土交
通省による電子申請ホームページ（いわゆる「OSS」）が出来るにあたり、規制緩和が
なされた。
内容としては、電子申請をする場合に限り、総務省に指定された自動車関連団体に
属する販売業者によって、代理・代行申請をすることが例外として認められている。
ところが、法務局における登記申請については、相談業務すらも司法書士の独占業
務とされているため、宅地建物取引業者が仲介をしているにも関わらず、別途、司法
書士費用が必要となっている。
そこで、国土交通省が指定した不動産関連団体に属する販売業者が売買の仲介又
は代理をする場合に限って、相談業務及び代理・代行申請業務が扱えるように規制
緩和をするべきである。
併せて、法務省の登記申請システムは、司法書士以外はほとんど利用できないもの
になっており、申請者の手続きコスト（司法書士費用）は全く変わっていない。
特に、所有権移転をした利用率の内、司法書士以外の利用に関する数値目標を掲げ
て、一般市民が真に手続きコストを省くことができるように、改善を図るべきである。

個人 法務省
司法書士は，不動産登記手続の代理を行うことを業とするこ

とができ，それ以外の者がこれを業として行った場合，司法書
士法に抵触することとなります。

司法書士法第３条，
第６条，第７３条

対応不可

国民の権利に多大な影響を及ぼす登記業務を適正・円滑に
行うためには，登記に関する知識及び相当の法律的専門知
識を有する者が登記申請業務を取り扱う必要があることか
ら，登記手続の代理は司法書士の独占業務とされています。

これは，司法書士については，司法書士法第６条に基づき
試験が実施され，その業務を行うのに必要な知識及び能力を
有すると認められる者に資格を付与することにより，国民の権
利の保護に資することによるものです。

そのため，このような制度的な能力担保がされていない者に
ついて，登記の申請代理等の事務を行うことを業として認める
ことは適当ではないと考えます。

また，法務省においては，不動産登記のオンライン申請の
利便性の向上に努めているところであり，あらゆる利用者に
とって活用が可能なシステムの構築に努めてまいります。な
お，対象を限定したオンライン申請率の目標を設定することは
相当ではないものと考えています。

【前段】
不動産登記法第１
８条第１号，不動
産登記規則第１９
４条第２項，商業
登記規則第１０１
条第１項，動産・
債権譲渡登記規
則第２４条第１項
及び第２項，電気
通信回線による登
記情報の提供に
関する法律第４条

【後段】
道路運送車両法
第22条第3項、自
動車登録令第21
条第1項第3号、自
動車の保管場所
の確保等に関す
る法律第４条、船
舶法第５条

【前段】
対応不
可

【後段】
検討に
着手

【前段】
御提案のブロックチェーンの技術を活用したデータベース
の利用環境整備については，例えば回線の遅延等によ
り不動産登記制度における登記の前後で権利得喪の優
劣を決する対抗要件主義が十分に果たされなくなること
やこれまでの大量かつ複雑な履歴を有する登記情報をブ
ロックチェーンのデータに変換することは困難であること
等の様々な問題点を解決する必要があり，制度の現状
において記載したとおり既にオンライン上で登記の申請
及び登記情報の取得を可能とする信頼性の高く効率的
な仕組みがある中で，ブロックチェーン等の技術を導入す
ることは，費用対効果の面から合理的でなく困難です。
また，登記情報提供サービスの利用時間の拡大につい
ては，拡大に伴い必要となる関連経費の費用対効果を
踏まえて検討する必要があります。さらに，手数料の無
償化については，「登記情報の公開等に要する諸経費は
利用者が手数料を負担して賄う」という考え方（受益者負
担）に基づき，手数料の額を登記手数料令において定
め，国民から登記事項証明書の交付等を受ける際に必
要な手数料を徴収しているため，仮に，手数料を無償化
することとする場合には，当該諸経費に国の予算（税金）
を充てることとなり，受益者以外の国民にその負担を求
めることとなることから，広く国民の理解を得る必要があ
り，慎重な検討が必要です。
もっとも，上記のような事情があるとはいえ，当省として
も，利用者の利便性を向上させる観点から，登記に係る
システム環境を整備する際には必要に応じて所要の見
直しを検討していく予定です。

【後段】
オンラインによる申請の受付だけでなく、申請を受け付け
た後の行政機関による処理まで一貫して、業務のデジタ
ル化を進めるとともに、行政手続のデジタル化の前倒し
を検討し、年内に「デジタル・ガバメント実行計画」につい
て必要な見直しを行います。

オンラインで完結しない手続について、添付書類の必
要性を精査のうえ、費用対効果の面を考慮しつつ、既に
必要な情報を保有している行政機関と間での情報連携
の仕組みの活用や、添付書類の電子化に取り組んでま
いります。

不動産、法人、動産・債権譲渡等の登記について、ブ
ロックチェーン等の技術も活用した安全面の確保を図り
つつ、効率的で安全なデータベースの利用環境整備を検
討してはどうか。その際、現在は平日8時半から21時の
利用時間においてPDF形式で有料で提供されている登
記情報について、24時間365日の対応、手数料の無料化
等をあわせて検討してはどうか。
また、自動車登録や車庫証明、船舶等、その他の行政
の登録手続きについても、ブロックチェーン等の技術も活
用しつつ、効率的で安全なデータベースの利用環境整備
も検討してはどうか。
加えて、こうした手続の完全オンライン化を進めてはどう
か。

登記については、商業登記における申請手続き等においてオンライン化が進
んでいるところであるが、依然として一部にとどまっている。
登記や登録手続きの効率化、安全性向上、利便性向上を図るため、デジタル
化・オンライン化を一層推進すべきではないかと考える。

日本IT団
体連盟

法務省
内閣官房
警察庁
国土交通
省

【前段】
不動産登記手続，法人登記手続及び動産・債権譲渡登
記手続においては，オンラインで登記申請を行うことがで
きるほか，オンラインで登記事項証明書等の交付請求を
行い，窓口交付又は郵送で受領することができます。
また，登記情報提供サービスでは，平日午前８時３０分か
ら午後９時までの間，オンライン上で登記情報をＰＤＦ形
式で閲覧することができます。

【後段】
行政のデジタル化については、オンライン化を実施する
行政手続やその取組内容等を記載しているデジタル・ガ
バメント実行計画に基づき、利用者中心の行政サービス
の実現並びに行政運営の簡素化及び効率化の観点か
ら、取組を進めることとしております。

自動車保有関係手続（自動車検査登録、保管場所証
明、自動車諸税の納税）については、「自動車保有関係
手続きのワンストップサービス（OSS）」を利用することに
よって、これらの手続と税・手数料の納付をインターネット
上で、一括してオンラインにて行うことが可能となってお
り、また、船舶の登録手続についても、e-govを通じて電
子申請が可能となっています。しかしながら、一部の手続
については、添付書類の電子化が進んでいないことを要
因とし、オンラインで完結しないものが存在しています。

また、申請された情報は、国土交通省で整備しているシ
ステムによりデータベース化されており、自動車登録情報
については、道路運送車両法に基づき、個人情報保護や
情報セキュリティ対策を講じた上で、インターネット回線を
通じた提供を行っているところです。

020827014
2年

8月27日
2年

10月6日
２年

11月25日

登記・登録手続
のデジタル化・
オンライン化の
推進



規制改革ホットライン検討要請項目の現状と対応策

制度の現状 該当法令等
対応の
分類 対応の概要

ワーキン
グ・グ
ループに
おける処
理方針

所管省庁の検討結果
受付番号 受付日

所管省庁
への検討
要請日

内閣府
での

回答取り
まとめ日

提案事項 提案理由
提案
主体

所管
官庁

提案の具体的内容

020820001
２年

8月20日
２年

10月6日
２年

10月27日
法人の謄本類のコ
ンビニでの発行

法務局で発行される法人の印鑑証明書と登記事項証明書
を、コンビニでも発行されるようにするべきである。
なお、個人の印鑑証明書と住民票、戸籍謄本については、コ
ンビニで発行を受けることが可能となっている。

個人の場合は、印鑑証明書、住民票、戸籍謄本が、コンビニで発行されている。
一方、法人の印鑑証明書と登記事項証明書（以下、「法人登記簿等」という。）は、法
務局が発行業務を独占しており、コンビニでの発行を許していないため、法務局まで
出向かなければならない。
たしかに、法人登記簿等は、電子申請をすれば、郵送での取り寄せもできる。しかし、
到着は翌日以降になり、法務局に出向かなければ即時の発行を受けることができな
い。しかも、印鑑証明書の発行には電子署名が必要となり、煩雑となっている。行政
側にとっても、郵送の手間とコストがあり、この負担も相当なものとなっているはずで
ある。
全国の法務局は、コンビニよりも圧倒的に営業時間が短い。しかも、大阪市のような
都会でも、本局と北出張所の２か所しかないため不便である。
法人登記簿等の発行枚数は、年間で相当数に達するはずであるから、これらがコン
ビニで発行されれば、民間企業と法務局の両者にとって、大幅なコスト削減と、業務
の効率化を図ることができると考える。

個人 法務省

会社・法人に係る登記事項証明書や印鑑証明書（以下「登記
事項証明書等」という。）の交付を請求する場合には，手数料
を納付して，申請書に必要な事項を記載し，①最寄りの登記
所に直接持参する方法，②登記所に申請書を郵送する方法，
③インターネットを利用してオンラインにより交付請求する方
法があります。

不動産登記法第１１
９条
不動産登記規則第
１９３条，第１９４条
商業登記法第１０
条，第１２条，第１３
条
商業登記規則第１９
条，第２２条，第２８
条
登記手数料令第２
条，第３条

その他

コンビニ等で登記事項証明書等を交付することについては，
関係法令における制度の趣旨や利用者の利便性向上の観点
等も踏まえて，費用対効果を考慮しつつ，慎重に検討を行っ
て参ります。

020825002
２年

8月25日
２年

10月6日
２年

10月27日
公証人身元保証金
制度の見直し

（１）公証人身元保証金制度を廃止するべきである。もし，廃
止をしない場合であっても，退任によって身元保証金を返金
するにあたり，官報に掲載して権利者を募る公示手続きは，
官報掲載料が保証金額よりも高くなるので，廃止するべきで
ある。

（２）公証人は独立採算制であって，特に都心部では３０００万
円もの年収が見込まれるため，国家賠償法の適用外として，
加入義務保険制度を創設し，保険料を負担させるべきであ
る。

（１）公証人身元保証金令により，公証人は在任中，１万円から３万円の身元保証金
を法務局に納めなければならない。そして，退任後は官報に権利者を募る公示がなさ
れて，６か月後に返金される制度となっている。
ところが，公証人は公務員であるため，国家賠償法の対象となり，公務員個人が責任
を負うとすれば，それは嘱託者に対するものではなく，国に対するものと考えられる。
そうすると，最大３万円の身元保証金にどれだけの担保の意味があるのか疑問であ
る。
そもそも，官報に公示する掲載料が３万円程度するため，身元保証金の方が安いこと
もある。
このような無駄な制度は見直すべきである。
（２）公証人は独立採算制なのであって，都心部では年収３０００万円とも言われてい
る。国家賠償法の適用を受けて，しかも保証金が３万円以下というのは，国が責任を
負い，利益は公証人個人のものとなっており，あまりにおかしな制度である。
そこで，加入義務保険制度を創設し，保険料を負担させるべきである。

個人 法務省

（１）（２）
公証人は，任命の辞令書を受けた日から１５日以内にその

所属する法務局又は地方法務局に政令（昭和24年政令第
139号公証人身元保証金令）で定める額の身元保証金を全額
納付しなければならないこととされています。

また，公証人が身分を喪失したときは，その身元保証金還
付請求権の上に権利を有する者に対し，６か月を下らない期
間内に申し出るよう所属法務局又は地方法務局の長が官報
に公告し，国の公証人に対する債権の弁済に充てられた後，
残額があるときは，本人に還付されることになります。

公証人法第19条・
第20条，公証人法
施行規則第3条，公
証人身元保証金令
第2条

対応不可

（１）（２）
公証人が納付すべき身元保証金は，国家賠償法に基づき

国が公証人に対して有する求償権（同法第１条第２項）のみを
担保するものではなく，公証人法第２０条第３項に規定する身
元保証金を還付する場合の公告費用のほか，懲戒処分に
よって課せられる過料（同法第８４条第３項）なども担保するも
のです。

なお，身元保証金を還付する場合の公告費用は，身元保証
金の額を上回っていません。

また，現在の公証人の人数が５００人程度にとどまっている
ことや公証人の職務行為によって国が国家賠償責任を負う事
例が稀である現状に鑑みると，保険料の徴収，管理，保険給
付等といった新たな事務負担をかけてまで，公証人が他人に
加えた損害を補償するために公証人に保険料の支払いを義
務付ける強制保険制度を創設する必要性はないと考えていま
す。

020827007
２年

8月27日
２年

10月6日
２年

10月27日
完全オンライン型株
主総会の認容

株主総会において会場の設定を行わないことも許容するとと
もに、こうした完全オンライン（バーチャルオンリー）型株主総
会の弊害に対する手当てを含め、完全オンライン型株主総会
の制度の一般化を進める。具体的には、会社法第298条第1
項第1号の株主総会の「場所」を設置する旨の規定を改正す
るか、解釈を変更するとともに、完全オンライン型株主総会を
決議取消事由に該当しないように運営するためのガイドライ
ンの策定を経済産業省や法務省において検討いただきたい。
一般社団法人・財団法人や公益社団・財団法人等の総会に
おいても同様のニーズがあり、リアルの会場を設置しない取
り扱いを認めるべく検討を進めるべきである。

経済産業省・法務省の「株主総会運営に係るQ&A」では、「設定した会場に株主が出
席していなくても、株主総会を開催することは可能」であること等が示されたが、会社
法の解釈との整合性を図るため、株主総会の会場の設定は必要とされている。また、
このQ＆Aは、あくまで新型コロナウイルスの感染拡大防止を目的とした限定的なもの
であると認識されており、緊急事態制限が発令されていない状況下では、当該Q＆A
に従うことの法的安定性は必ずしも明らかではない。企業が安定的にオンライン中心
の株主総会を運営するには、法制度等の課題がある。したがって、2020年2月に経済
産業省より実施ガイドが示された、ハイブリッド型バーチャル株主総会の実務への浸
透を推進することに加え、完全オンライン型株主総会を可能にする制度面・実務面で
の手当てが不可欠である。なお、2020年の成長戦略フォローアップにも「2020年度中
にバーチャルオンリー型も含めた株主総会のあり方についても一定の結論を得る」と
の記載がある。なお、一般社団法人・財団法人や公益社団・財団法人等においても
同様の取り扱いを認めるべく検討を進めてはどうか。

日本IT団
体連盟

法務省
経済産業省

①会社法上，株主総会の招集に際しては，株主総会の場所
を定めなければならないこととされています（会社法第298条
第1項第1号）。同号の場所とは，一般に，議決権を有する株
主が株主総会に出席するために入場することができる場所を
意味するものと解されており，実際に開催する株主総会の場
所がなく，バーチャル空間でのみ行う方式での株主総会，い
わゆるバーチャルオンリー型の株主総会を許容することがで
きるかどうかについては，解釈上難しい面があると考えられま
す。
②また，一般社団法人における社員総会及び一般財団法人
における評議員会の招集についても同様に，それらの招集に
際しては場所を定めなければならないこととされており（一般
社団法人及び一般財団法人に関する法律第38条第1項第1
号，第181条第1項第1号），いわゆるバーチャルオンリー型の
社員総会等を許容することができるかどうかについては，解
釈上難しい面があると考えられます。

①会社法第298条
第1項第1号
②一般社団法人及
び一般財団法人に
関する法律第38条
第1項第1号，第181
条第1項第1号

①検討に
着手
②検討を
予定

①株主総会プロセスにおける電子的手段の更なる活用の在り
方など新たな株主総会の在り方について，関係省庁で連携し
て検討を行っているところであり，バーチャルオンリー型株主
総会についての制度的対応も含め，前向きに取り組んでいき
ます。2020年8月から検討を開始し，2020年度中に一定の結
論を得る予定です。
②また，一般社団法人及び一般財団法人については，上記
の株主総会に関する検討やそれを受けた取組の状況も踏ま
えつつ，必要な検討をしていきたいと考えています。

020827015 2年8月27日 2年10月6日 2年10月27日
電子契約化の更な
る加速のための環
境整備

物理的な書面の交付を義務付けている法令は、当事者の反
対がなければ電子書面交付で可とするよう、法令を改正する
べきである。現在法改正に向けて社会実験等を行っている法
令については、その動きを更に加速させるべきである。
企業が、電子契約の導入コストを上回るメリットを実感できる
よう、経済的メリットや、今般行われた電子署名に関する法解
釈について企業に対して更に周知を図っていくべきである。

定期賃貸借契約（借地借家法22条、38条1項）の締結や、宅建業者の重要事項説明
書（宅建業法35条）等、物理的な書面の交付を義務付けている法律の存在により、書
面の電子化が妨げられていることから、法改正を急ぐ必要性が高い。
また、企業における導入コストについては、官民あげて様々なアピールがなされてい
るところであるが、サービス利用料、社内規程の変更、新しい運用フローの構築、社
員の電子契約に関する理解を進めるためのコミュニケーション等の導入コストなどの
課題があると考えられる。周知徹底活動については、継続的にかつ強力に取り組ん
でいただきたい。

日本IT団
体連盟

総務省
法務省
経済産業省
国土交通省

【前段】
宅地建物取引業法（以下「法」）第３５条において、宅地建物

取引業者は、宅地若しくは建物の売買、交換若しくは貸借の
相手方若しくは代理を依頼した者又は宅地建物取引業者が
行う媒介に係る売買、交換若しくは貸借の各当事者に対し
て、その者が取得し、又は借りようとしている宅地又は建物に
関し、その売買、交換又は貸借の契約が成立するまでの間
に、宅地建物取引士をして、少なくとも法第３５条第１項各号
に掲げる事項について記載した書面を交付して説明しなけれ
ばならないこととされています。

【後段】
電子署名法については、「利用者の指示に基づきサービス

提供事業者自身の署名鍵により暗号化等を行う電子契約
サービス」に関して、本年７月17日に第２条第１項（定義）関
連、９月４日には第３条（電磁的記録の真正な成立の推定）関
連の解釈を、総務省、法務省及び経済産業省からQ＆A形式
で公表しているほか、各種講演等の機会を捉えて周知を図っ
ています。

【前段】
宅地建物取引業法
第３５条

【後段】
電子署名法第２条
第１項，第３条

【前段】
検討に着
手

【後段】
対応

【前段】
消費者保護や後日の紛争防止等の観点から、宅地建物取

引業者は、購入者等に対し、宅地建物取引士をして、法第３５
条第１項各号に掲げる事項について記載した書面（重要事項
説明書）を交付して説明しなければならないこととされていま
す。

現在、法令を遵守しつつ、重要事項説明書等を電磁的に交
付した上で、IT重説を行うなど、書面の電子化に向けた社会
実験を実施しており、今後、書面電子化を可能とするよう措置
する予定です。

【後段】
電子署名法の解釈については、左記のとおり、Q＆A形式で

既に公表しているところですが、引き続き各種講演等の様々
な機会を活用し、更なる周知を目指してまいります。



規制改革ホットライン検討要請項目の現状と対応策
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020827016 2年8月27日 2年10月6日 2年10月27日
電子署名にかかる
問題の改善

電子署名に関する真正性の推定について、電子署名法3条
の対象範囲の拡大、あるいは真正性の推定に係る解釈指針
や立証方法の策定を進めるべきである。
また、法人（≠法人の代表者）が作成名義人となる場合も法
改正により同法の対象と明記してはどうか。
加えて、電子署名の法的安定性の確保のために、電子契約
サービス事業者間の相互運用性の確保について、国として検
討を頂きたい。相互運用性の確保が難しければ、多くのベン
ダーが存在することを前提として無権代理を防止する仕組み
として、企業に、電子署名に用いるメールアドレスを公的に登
録させ、それを開示することも考えてはどうか。

電子署名法3条の解釈についてすでに幾つかの解釈が政府から示されているところで
あるが、電子署名法の適用があることが明らかではない方法による場合、成立の真
正の立証方法が煩雑であるばかりか、判例もなく、立証に成功するかどうかは不明で
ある。これが、企業が押印から電子署名による契約に移行するときの懸念材料となっ
ていることから、引き続き対策を進めるべきであり、その方法としては、解釈指針のみ
ならず、裁判上の立証方法についての検討を官民で行い、これを公表することが有益
と考えられる。
商業登記の添付書類にできる代表者の電子署名については、登記所自身が発行す
る電子署名（商業電子署名）に限定されていた状況から、いくつかの民間事業者の電
子署名も可能とすることが法務省から示されているが、対象をさらに拡大することも検
討してはどうか。
電子署名法では、法人自身が作成名義人の場合が想定されておらず、あくまで自然
人が署名者となるが、法人における実態を踏まえれば、法人自身が名義人となる署
名を正面から認めていくべきではないか。
また、電子契約については、電子契約サービスのシステムの不具合や、サービス事
業者のサービス終了のリスクや、電子契約サービス事業者が複数存在していることに
よる管理コスト増大の課題がある。認証の融通、引継ぎ等の課題についても検討を始
めるべきと考える。こうした相互運用性の確保が難しければ、多くのベンダーが存在
することを前提として無権代理を防止する仕組みとして、企業に、電子署名に用いる
メールアドレスを公的に登録させ、それを開示することも考えてはどうか。

日本IT団
体連盟

総務省
法務省
経済産業省

・電子署名法第３条については、本年９月４日に解釈を総務
省、法務省及び経済産業省からQ＆A形式で公表していま
す。
・電子署名は自然人に紐付くものであり、 電子署名法で認定
している認定認証業務において発行される電子証明書の対
象は、自然人に限定されています。

【商業登記関連】
・商業登記のオンライン申請において、申請書情報又は添付
書面情報に電子署名をする者が印鑑提出者（法人の代表者）
である場合は、送信すべき電子証明書は商業登記電子証明
書に限定されているものの、それ以外の者が添付書面情報に
付す電子署名に関する電子証明書は、商業登記電子証明書
に限定されていません。

電子署名法第３条

【商業登記関連】
商業登記規則（昭
和39年法務省令第
23号）第102条第６
項

その他

【商業登
記関連】
検討を予
定

・電子署名法第３条の解釈については、左記のとおり、本年９
月４日にＱ＆Ａ形式で公表しています。また、民事裁判におけ
る電子文書の成立の真正に関する証明については、当該解
釈を踏まえ、個別の事案ごとに推定規定の適用を含め当事者
において検討されるものと認識しております。
・法人そのものが契約書の作成名義人となることは想定され
ていません。電子データの発行元組織（法人を含む）を確認す
る仕組みについては、総務省の「組織が発行するデータの信
頼性を確保する制度に関する検討会」において、議論を進め
ている最中です。
・「電子契約サービス事業者間の相互運用」がどのような状態
を指すのか必ずしも明らかではありませんが、事業者間の相
互運用性が電子署名法の法的安定性に影響を及ぼしている
とは認識しておりません。今後、同法の法的安定性に影響を
及ぼす事態が発生した場合には、適切に検討してまいりま
す。
【商業登記関連】
・商業登記手続においては、オンライン申請の利便性向上等
の観点から、本年６月15日以降順次、添付書面情報に使用す
ることができる電子証明書（商業登記規則第102条第５項）の
追加を行い、民間事業者のサービスを活用することを可能に
しており、その利用範囲についても、引き続き検討してまいり
ます。

020827018
２年

8月27日
2年10月6日 2年10月27日

民事裁判のデジタ
ル化・オンライン化

現在進められている、2022年中の民事訴訟法改正による訴
状の電子送達等のオンライン化の流れを、さらに加速させる
べきである。さらには、裁判所から裁判外の者に対する文書
提出命令・文書送付嘱託・調査嘱託などの書面および回答に
ついても、オンライン送達の仕組みの検討に含めるべきであ
る。
また、各種の裁判手続における委任状についても、民間事業
者の提供する電子署名サービスを用いた書面の作成および
提出を認めるべきである。

民事裁判（訴訟や仮処分など）を提起される被告法人・債務者法人では、訴状等が裁
判所の職権により特別送達で郵送されるため、社員が出社し、内容を確認の上で紙
の文書をデジタル化し、担当者及び代理人弁護士にメール等で転送する業務が発生
している。
これらが残る限り、withコロナ時代においても、民間におけるオフライン業務が存置さ
れ続けることになる。

日本IT団
体連盟

法務省

現行法下においては，裁判上の書類のうち，訴状等の送達を
要する書類については，裁判所から，送達すべき書類を交付
又は郵送する方法により送達を行っています。
また，裁判所に対して訴状等の裁判上の書類を提出する場合
についても，基本的には，裁判所に対して紙の書類を持参又
は郵送する方法により提出がされています。

民事訴訟法第９９条
第１項，第１０１条，
第１３３条第１項，第
２１９条，第２２３条
第１項，第２２６条等

検討に着
手

民事裁判手続のＩＴ化については，現在，その実現に向け
て，法制審議会民事訴訟法（ＩＴ化関係）部会において調査審
議が進められているところです。裁判所からの訴状の送達等
や，裁判当事者以外の者からの裁判所に対する書面の提出
等についても，これらをオンライン化すること及び具体的な規
律の在り方について，同部会において引き続き議論がされる
予定です。

政府の方針では，民事裁判手続のＩＴ化を実現するため，令
和４年中の法改正に取り組むこととされています。法務省は，
利用者の目線に立った民事裁判手続のＩＴ化を早期に実現す
ることができるよう，引き続き検討を進めてまいります。

020907002
２年

9月7日
２年

10月6日
２年

10月27日
電子申請の阻害要
因の排除

不動産売買登記の電子申請を、売買の仲介又は代理により
関与する宅地建物取引業者の付随業務として認めるべきで
ある。
法務省は、電子申請が普及しているとしながらも、その実態
は司法書士以外に誰も使わないものとなっている。
もっと一般市民が自ら簡単に利用できるように、改善をするべ
きである。そのためにも、司法書士以外の利用率について数
値目標を掲げるべきである。

運輸局における自動車の売買登録は、行政書士の独占業務とされているが、国土交
通省による電子申請ホームページ（いわゆる「OSS」）が出来るにあたり、規制緩和が
なされた。
内容としては、電子申請をする場合に限り、総務省に指定された自動車関連団体に
属する販売業者によって、代理・代行申請をすることが例外として認められている。
ところが、法務局における登記申請については、相談業務すらも司法書士の独占業
務とされているため、宅地建物取引業者が仲介をしているにも関わらず、別途、司法
書士費用が必要となっている。
そこで、国土交通省が指定した不動産関連団体に属する販売業者が売買の仲介又
は代理をする場合に限って、相談業務及び代理・代行申請業務が扱えるように規制
緩和をするべきである。
併せて、法務省の登記申請システムは、司法書士以外はほとんど利用できないもの
になっており、申請者の手続きコスト（司法書士費用）は全く変わっていない。
特に、所有権移転をした利用率の内、司法書士以外の利用に関する数値目標を掲げ
て、一般市民が真に手続きコストを省くことができるように、改善を図るべきである。

個人 法務省
司法書士は，不動産登記手続の代理を行うことを業とするこ

とができ，それ以外の者がこれを業として行った場合，司法書
士法に抵触することとなります。

司法書士法第３条，
第６条，第７３条

対応不可

国民の権利に多大な影響を及ぼす登記業務を適正・円滑に
行うためには，登記に関する知識及び相当の法律的専門知
識を有する者が登記申請業務を取り扱う必要があることか
ら，登記手続の代理は司法書士の独占業務とされています。

これは，司法書士については，司法書士法第６条に基づき
試験が実施され，その業務を行うのに必要な知識及び能力を
有すると認められる者に資格を付与することにより，国民の権
利の保護に資することによるものです。

そのため，このような制度的な能力担保がされていない者に
ついて，登記の申請代理等の事務を行うことを業として認める
ことは適当ではないと考えます。

また，法務省においては，不動産登記のオンライン申請の
利便性の向上に努めているところであり，あらゆる利用者に
とって活用が可能なシステムの構築に努めてまいります。な
お，対象を限定したオンライン申請率の目標を設定することは
相当ではないものと考えています。


